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安倍政権安倍政権安倍政権安倍政権のののの労働法制大改悪労働法制大改悪労働法制大改悪労働法制大改悪３.29

にににに反対反対反対反対するするするする東海集会東海集会東海集会東海集会

２０１５年、昨年末の選挙で勝った安倍政権は、すべてが国民に承認されたとして、一気に反

動的な攻勢を労働者にしかけています。一方で戦争できる国への法整備と憲法改正の準備を、他

方でアベノミクスの立て直しと、労働法制の一大改悪への道を突っ走っています。

今国会では、労働者派遣法の改悪、残業代ゼロ法案などの採択が強行されようとしており、す

べての労働団体が反対の声を挙げています。東海地方からも強い反対の意思を示すために、以下

の通り集会を開催します。

労働者の雇用や健康にただちに大きな影響を与える労働法制大改悪の問題点をあぶり出し、反

対の声を挙げていきましょう！ 緊急の呼びかけですが、是非、本集会にご参加ください。

日時 ３月２９日（日） 午後１時３０分～４時３０分

場所 ウィンクあいち １２階 １２０２会議室（下図参照）

主催：コミュニティユニオン東海ネットワーク

後援：東海労働弁護団

ウィンクあいち地図

集会スケジュール

ｺﾐｭﾆﾃｨﾕﾆｵﾝ全国ﾈｯﾄﾜｰｸ連帯のあいさつ

各労組・団体の代表

日本労働弁護団常任幹事基調講演：棗一郎

弁護団の取組 東海労働弁護団

現場からの報告

行動提起
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「残業代ゼロ・過労死促進法」とんでもない！

１月１６日、厚生労働省は「労働時間規制適用除外制度の創設法案」(労働基準法一部改定案)

の骨子を審議会に提出した。

この制度は「高度プロフェッショナル労働制」等と専門職労働者を対象とするような呼称を与

え、一日８時間、週４０時間を超えても割増賃金を支払わなくても良い制度で、その適用対象を

「年収１０７５万円以上」に限定するとされている。しかし適用対象職種は「省令でその都度決

定する」とし、年収要件も随時変更可能なもので、経団連榊原会長は昨年から「労働者の１０％

(年収６００万)位まで広げなければ意味が無い」と発言している。

また安倍政権がこの新制度を「労働時間で無く成果に応じて賃金を支払う制度」などと、あた

かも賃金制度の改変に関わるものであるようにすりかえて押し出しているが 「労働時間とのリ、

ンクを切り離す」のは残業代割増賃金、深夜手当、休日出勤割増賃金であって、成果給かどうか

は関係ない。

日本労働弁護団(鵜飼良昭会長)は１月２３日 「長時間労働野放し法案、絶対反対」声明の中、

で 「単なる労働時間規制の適用除外制度」を「成果型賃金制度のように説明するのは国民を欺、

くものであり極めて欺瞞的」と厳しく批判してる。

しかし２月１７日 労働政策審議会は 厚生労働省案を労働者側委員の反対を押し切って お、 、 、「

おむね妥当」と答申、今通常国会への法案提出に突き進んでいる。

再再度の派遣法大改悪案上程を阻止しよう！

残業代ゼロ法の国会上程に先だって、安倍政権は先に臨時国会で私たちの大反対運動とこれに

支えられた野党の奮闘によって廃案になった(１１月１２日)労働者派遣法の大改悪案を再再度上

程し、強行採決することを狙っており断固阻止する必要がある。

この法改定は派遣労働を全面的に解禁し、正社員の派遣契約への切り替えを容易にし、個々の

派遣労働者に永続的に派遣労働を強いることを狙ったものだ。昨年１０月１８日この派遣法を臨

時国会に上程する時安倍首相は提案主旨を「派遣労働者の正社員化を進めるものであり、その待

遇改善をはかるもの」と黒を白と言いくるめる説明をし、押し通そうとした。

また安倍政権のブレーンである竹中平蔵氏は正月元旦のテレビ番組で「日本の正社員は異常に

。 」 。保護されている 正社員を無くしましょう とあけすけに政権と経営者たちの本音を語っている

派遣労働の自由化、生涯派遣を解禁する派遣法の大改悪を絶対に阻止しなければならない。


